令和２年度事業計画
本年度は、配合飼料価格差補てん業務ならびに畜産経営の振興対策の諸事業を実施し、畜産経営の安定を図り、もって畜産の健全な発展に資する。
Ⅰ　定款に規定された事項

１　配合飼料価格差補てん事業について（定款第４条の(1)に基づく）

　　飼料原料価格の変動に起因する配合飼料価格の変動によって生ずる畜産経営者の損失を補てんする。

　　また、配合飼料価格差補てん契約の締結、通常補てん積立金の徴収、配合飼料価格差補てん金の受領および交付、契約数量変更、解約などの手続き業務ならびに基金制度の運営に関する実態調査を行う。

（１）事業主体　一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金

（２）契約飼料荷受組合　13件

　

２　畜産高度化支援リース事業について（定款第４条の(2)に基づく）

畜産高度化支援リース事業では、畜産経営に係る環境対策と畜産経営の健全な発展を図るため、畜産農家等に対して畜産環境等整備等に必要な施設等の導入をリース方式により行う。

　（１）事業主体　一般財団法人畜産環境整備機構

　（２）既貸付者に対して貸付料、譲渡料の徴収と納付

	
	事　業　名
	戸数
	金　額
	備　　考

	直接リース
	堆肥保管施設整備
リース事業
	4
	1,674,909
	1/2補助事業

平成25、26年度実施

	
	計
	4
	1,674,909
	


３　畜産経営力向上緊急支援リース事業について（定款第４条の(2)に基づく）

畜産経営力向上緊急支援リース事業については、畜産経営者の生産性や飼料自給率の向上等に必要な機械装置をリース方式による導入する事業として講じられた。

（１）事業主体　一般財団法人畜産環境整備機構

（２）既貸付者に対して貸付料、譲渡料の徴収と納付
	戸数
	金　額（円）
	備     　 　考

	1戸
	335,073
	1/3補助

平成24年度補正予算、平成25年度実施


４　肉用子牛生産者補給金制度事業について（定款第４条の(3)に基づく）

　　肉用子牛生産者補給金制度事業では、安定した子牛生産を継続するため肉用子牛生産安定特別措置法によって、肉用子牛の価格が低迷したとき子牛の生産者へ補給金を交付する。
　　また、４月から第７業務対象年間へ移行したため、対象年間中の適正な事業推進のための諸手続きを行う。
（１）事業主体　一般社団法人滋賀県畜産振興協会

（２）契約者数　１１件

５　肉用牛経営安定対策補完事業について（定款第４条の(3) に基づく）

肉用牛経営安定対策補完事業では、中核的担い手が計画的に優良な繁殖雌牛を増頭した場合に増頭実績に応じた補助金を交付する。
（１）事業主体　一般社団法人滋賀県畜産振興協会
（２）参加者数　６件

（３）補助金交付対象予定頭数　１９頭
　　

６　相談窓口の開設（定款第4条の(4)に基づく）

　　畜産経営者を取り巻く状況から、ワンストップ窓口としての機能を果たす相談窓口を開設する。

（１）畜産経営者は、国を始めとした補助事業について、強く主体性が求められる。さらに、補助事業を受けるための要件は厳格になっている。このため、畜産経営者は従前以上に事業への理解が必要となっている。

（２）畜産経営者は、肉用子牛生産者補給金制度の法制化やＴＰＰ発効後の諸施策など畜産に関係する制度・施策の変更を十分に理解し、加入等について適切な判断が求められている。

７　ホームページの更新（定款第４条の(６)に基づく）

必要に応じホームページを更新し、適正な協会運営と情報発信に努める。

８　家畜防疫に関する情報発信（定款第４条の(４)に基づく）

全日基、滋賀県等を経由して通知される家畜防疫に係る情報を会員に提供する。

９　その他

　　本会の目的を達成するために必要な事業を行う。

Ⅱ　管理・運営事項

１　会議の開催

（１）　総会　　１回　　
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第５８条に基づく決議の省略とする。
（２）　理事会　２回　　
第１回（総会提出資料等）
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第９６条および定款第３３条に基づく決議の省略とする。
　　第２回　理事長および常務理事の選任
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第９６条および定款第３３条に基づく決議の省略とする。

　　第３回　令和３年２月

なお、総会（臨時総会）、理事会は、必要に応じて追加開催する。


